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1 設立
○ 平成15年10月1日
○ 独立行政法人福祉医療機構法を根拠法と

して設立

２ 所在地
（本 部）東京都港区虎ノ門4-3-13

ヒューリック神谷町ビル1･9・10階
（大阪支店）大阪府大阪市中央区南本町

3-6-14 イトゥビル3階

３ 主務大臣（主務省所管課等）
厚生労働大臣

社会・援護局福祉基盤課
医政局医療経営支援課
社会・援護局障害保健福祉部企画課
年金局資金運用課
労働基準局労災保険業務課
子ども家庭局母子保健課
健康局難病対策課

４ 資本金

3,950億円（全額政府出資金）
（令和3年4月1日現在）

５ 役職員数
300人
理事長､理事3人､監事2人（うち非常勤1人）

職員294人（令和3年4月1日現在）

福祉医療機構の概要

私たちは、国の政策効果が最大になるよう、地域の福祉と医療の向上を
目指して、お客さまの目線に立ってお客さま満足を追求することにより、
福祉と医療の民間活動を応援します。

経営理念（民間活動応援宣言）

福祉医療の専門機関として
地域力の向上に向け、
幅広く総合的に応援します

障害のある方が安心した生活を
送るための一助となる
相互扶助による保険

心身障害者扶養保険事業

社会福祉施設等でお勤めの方への
退職手当金を支給

退職手当共済事業

年金受給権を担保にした
生活上の一時的な資金を融資

年金担保貸付事業等

福祉医療関連の情報を幅広く発信、
福祉事業者の情報公開を支援

福祉保健医療情報サービス事業
（WAM NET事業）

3
旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた方
への一時金の支給、ハンセン病元患者家族に対

する補償金の支給

旧優生保護法一時金支払等業務
ハンセン病元患者家族補償金支払等業務

福祉・医療施設の建築資金や
運営のための資金を融資

福祉医療貸付事業

福祉・医療施設への経営セミナー・
コンサルティングによる経営支援

経営サポート事業

NPO等への助成事業を通じて
地域を支える福祉活動を支援

社会福祉振興助成事業
子どもの未来応援基金事業

１．独立行政法人福祉医療機構（WAM）について P3
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○福祉・保健・医療に関する情報を総合的に提供します
WAM NETは、法律の規程に基づき整備された福祉医療関係者や一般の方に対する福祉

医療の総合情報サイトで、福祉及び保健医療に係る制度・施策、取組み状況などについて、
幅広く提供したり、福祉事業者の情報公開を支援することで、福祉と医療を支援しています。

（URL）https://www.wam.go.jp

２．WAM NET事業の概要 P4

全ての利用者に一元的かつ正確な情報を提供する「福祉と医療を支援する総合情報サイト」

施設経営者企業・勤労者

NPO
ボランティア

施設の専門職員一般の方

行政機関

福祉・保健・医療に関する各種情報を
総合的に様々な方々に提供

◆ WAM NET事業の特徴 ◆

福祉保健医療分野の
情報を幅広く提供

１

国の公表制度に係る
システムの管理・運営

２

基盤の活用による機構業務の
効率的な実施の推進

３

福祉・保健・医療に関する制度や施策、その
取組状況等の各種情報を幅広く提供

・「社会福祉法人の財務諸表等電子開示シ
ステム」

・「障害福祉サービス等情報公表システム」
・「子ども・子育て支援情報公表システム」

セキュリティ対策が十分なWAM NET基盤
を活用することで、WAMの各事業の効率化
を推進

◆WAM NET利用状況◆
（年間ヒット件数）
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３．令和2年度における業務実績評価 P5～9
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（中期目標管理法人）

主務大臣は、達成すべき業務運営の目標として、法人ごとに3～5年の中期目標を定め、各法人は、この中期目

標に基づいて中期計画及び年度計画を策定し、計画的な業務遂行を行います。主務大臣は、毎年度、法人の業

務実績について評価を行います。

また、中期目標期間終了時には、法人の組織・業務全般にわたる見直しが主務大臣により行われます。

独立行政法人の業務運営の流れ
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３．令和２年度における業務実績評価

Ⅰ 中期目標の内容

ア 提供情報の整備充実及び機能の見直しに関する取組の実施 ＜25件以上（毎年度5件以上）＞
[設定根拠] 前中期目標期間の平成25年度から28年度における実績（年度平均4件）を踏まえて設定

イ WAM NETの年間ヒット件数の確保 ＜毎年度1億1,000件以上＞
[設定根拠] 前中期目標期間の平成25年度から28年度における最大値の平成28年度実績（1億144万件）を踏まえて設定

Ⅱ 指標の達成状況

目 標 指 標
R2年度 R元年度 H30年度

実績値 達成度 達 成 度

ア
提供情報の整備充実及び機能の見直しに関する取
組を中期目標期間に25件以上実施する

整備充実及び機能見直し
＜目標値：毎年度5件以上＞

7件 140% 160％ 160％

イ 年間ヒット件数を毎年度1億1,000万件以上とする
年間ヒット件数

＜目標値：1億1,000万件以上＞
22,809

万件
207％ 144％ 175％

◆要因分析◆
目標 要因分析 ＜①「制度、事業内容の変更」 ②「法人の努力結果」 ③「外部要因」＞

ア ②
国の施策に基づく情報システム（災害時情報共有システム等）の構築・運用にあたる一方、「新型コロナウイルス関連情報」、「保育士お役立ち情報」等のコン
テンツを新設するとともに、トップページの全面リニューアルによる情報の探しやすさの向上を図るなど、提供情報の整備充実及び機能の見直しを積極的に実施し
た結果

イ ②
上記のとおり、提供情報の整備充実及び機能の見直しを積極的に実施するとともに、国の施策に基づく情報システムを着実に運用することにより、いずれのシス
テムも90%を超える高い利用率とするなど、「提供情報の質の向上」と「利用者の利便性の向上」に努めた結果

重要度：高
全ての利用者に対する一元的かつ正確な情報の提供や、地域共生社会の実現に向けた情報提供体制の整備の支援などの取組が必要と

されている中、この取組に寄与する本事業は重要度が高いため

福祉保健医療情報サービス事業（WAM NET事業）

＜自己評定：Ａ＞ （過去の主務大臣評価：平成30年度 A、令和元年度 Ａ）

重要度：高

☞達成度の高い指標・目標値については、国において次期中期目標を策定する際、連携して検討することとしたい。
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３．令和２年度における業務実績評価
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ア 提供情報の整備充実及び機能の見直し

提供情報の質の向上及び利用者の利便性の向上に努め、国民に対して幅広く、効果的に情報提供

（参考）福祉保健医療情報サービス事業（WAM NET事業）について

＜提供情報の整備充実＞

① 新型コロナウイルス関連情報

② 更生保護～一人ひとりにできる立ち直り支援～

③ 防災・減災サポートサイト

④ 保育士お役立ち情報

⑤ すくすくサポート～子どもの発達・成長・障害に関する情報～

【定量目標】 提供情報の整備充実及び機能見直し件数：5件以上

【設定根拠】 H25年度～28年度 実績平均：4件

【R2年度実績】7件（達成度140.0％）＜参考 R1実績160.0％＞

＜機能見直し＞

⑥ トップページの見直しによる情報の見やすさ、探しやすさの向上

⑦ 専門職養成施設検索コンテンツの見直し

福祉医療関係従事者や経営者等を支援する
ため、タイムリーかつワンストップで関連情報を提
供

＜主な掲載情報＞

ａ 各省庁等のコロナ対策関連情報

ｂ 新型コロナウイルス対応支援資金の情報

ｃ 新型コロナ対策オンラインセミナー 等

＜提供情報の整備充実＞

① 新型コロナウイルス関連情報

＜機能の見直し＞

⑥ トップページのリニューアル

＜主な変更点＞

ａ 情報ライブラリー
利用者の属性別（経営者、サービス利用者等）
対象分野別（介護、医療、障害、児童）
利用目的別（行政情報、取組事例等）

👉見たいコンテンツを探せる検索機能の新設

ｂ 情報公表システムコーナー
情報公表システムの入口を
トップページ中央に大きく分かりやすく表示

ｃ サイトマップ
コンテンツ全体のサイトマップを表示 等

イ ＷＡＭ ＮＥＴの年間ヒット件数

【定量目標】 ヒット件数：1億1,000万件以上

【設定根拠】 H28年度 実績：1億144万件

【R2年度実績】2億2,809万件（達成度207.4％）

＜参考 R1実績143.6％＞

R2年度におけるヒット件数の目標達成の要因

① 国の施策に基づく情報公表システムの利用率向上を促すととも
に、機能を改善するなど、国の公表システムとして着実に運用

② 新型コロナウイルス関連情報等の時宜を得たコンテンツを
新設するとともに随時更新

新規

新規

P5～9



３．令和２年度における業務実績評価

Ⅲ 評定の根拠

根 拠 理 由

1
提供情報の質と
利便性の向上

① 利用者の要望等を踏まえた提供情報の質及び利便性の向上
利用者アンケート等を踏まえ、提供情報の充実及び機能の見直しを図った。

ａ 「新型コロナウイルス関連情報」や「保育士お役立ち情報」等の時宜を得たコンテンツの新設
ｂ トップページの全面的なリニューアル
ｃ 利用目的別等の検索機能の設置

2
国の施策に基づく
情報システムの
運用及び管理

① 国と連携のうえ、着実な整備、安定的な運用及び効率的な管理を実施

3

WAM NET基盤の活
用による

機構業務の効率的な
実施の推進

① WAM NET基盤を活用したデータ授受
ａ 福祉医療貸付事業の新型コロナウイルス対応支援資金に係る業務において、顧客、WAM及びコール

センター間でデータ授受を迅速に行うため、専用連絡システムを構築
ｂ 社会福祉振興助成事業において、審査・評価委員と助成の審査等に係るデータ授受を安全に行うため、

専用連絡システムを構築
ｃ 社会福祉振興助成事業において、データアップロードにより応募書類を登録するための仕組みを構築

② 福祉医療経営指導事業と連携した調査の円滑かつ効率的な実施
「新型コロナウイルス感染症の影響等に関する特別調査」等の４つの調査において、オンラインでの
回答による調査の仕組みを活用

③ 福祉医療貸付事業の「事業報告書等の電子届出システム」（利用率95.7％）

a. 所轄庁・社会福祉法人からの要望を踏まえ機能を改善

b. コールセンターを設置しシステム利用者からの照会に迅速かつ正確
な応対が可能となる体制を整備

利用率 99.5％（20,836／20,941法人）

(1) 社会福祉法人の財務諸表等電子開示システム

国のシステムの安定的な運営により、国民が一元
的に情報を入手できる環境を整備

a. 国と連携し、地方公共団体及び各事業者に対し情報登録等に係
る案内を実施し利用を促進

利用率 82.6％（138,991／168,217事業所）
※休眠事業所を除外するとほぼ100%

（国保連請求事業所数128,122事業所※R3.2現在）

(２) 障害福祉サービス等情報公表システム

a. 厚生労働省の災害時情報共有システム整備事業に選定

b. 厚生労働省と連携し、障害者支援施設及び児童福祉施設等の
災害時情報共有システムの開発に着手

（令和3年度運用開始）

(４) 災害時情報共有システム

a. R2.9からの情報公表に向け、内閣府、地方公共団体と連携し、対
象事業所に登録促進のメールを定期的に配信（29回）

b. 「システム関係連絡板」を設置し、記入例やFAQを掲載し事業者の入力
をサポート

c. 登録情報は、WAM NETに新設した専用サイトにて公表
主な利用者となる若年層の父母を視野にスマートフォンに対応

利用率 91.2％（57,572／63,137施設）

(３) 子ども・子育て支援情報公表システム

情報の探しやすさ、見やすさの向上を図り、
利用者の満足度は98.3％（利用状況調査）

新規

新規

新規 新規
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３．令和２年度における業務実績評価

○提供情報の整備充実及び機能の見直し

国の政策動向や利用者からの要望を踏まえ、関係省庁及び関係機関と連携しつつ、7 件（達成度140％）の提供情報の整備充実及び機能
の見直しに関する取組みを実施しており、福祉保健医療関連の幅広い情報を発信し、利用者の利便性向上に努めている。

また、新型コロナウイルス感染症対応として、関係省庁及び関係機関と連携しつつ、「一般向け」、「医療関係者向け」など利用者属性ごとに分類
し見やすくまとめた「新型コロナウイルス関連情報」コンテンツを新規掲載し随時更新を行うなど、時宜を得た取組を行っている。

主務大臣による評価 Ａ

○年間ヒット件数

上記のコンテンツの新設等により提供する情報の充実及び機能の見直しを行ったことにより、年間ヒット件数は計画値の1 億1 千万件を大きく上
回る2 億2,809 万件のヒット件数（達成度207.4％）を達成することができた。

年度計画に定める2つの指標はともに120％を超える達成度となり、計画を上回る実績（達成度平均173.7％）である上、
WAM NETの情報利用者を対象としたアンケート調査における満足度は98.3%であり、福祉保健医療関連の各種情報を
幅広く総合的に提供するとともに、利用者の利便性向上が図られていることを踏まえ、「Ａ」評価とする。

＜評定に至った理由＞

評定

≪評定区分≫
Ｓ：中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる。

（定量的指標においては対中期計画値の120％以上でかつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）

Ａ：中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる。
（定量的指標においては対中期計画値の120％以上）

Ｂ：中期計画における所期の目標を達成していると認められる。
（定量的指標においては対中期計画値の100％以上120％未満）

※ 「独立行政法人の評価に関する指針」（平成26年9月2日総務大臣決定）より作成

9

＜評価＞

（評価15項目中、１項目がS評定 ３項目がＡ評定） （参考）機構の総合評定 A
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令和3年度の取組状況
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情報提供機能

4. 意見収集
（１）WAM NET利用状況調査
（２）新たな意見収集の取組
（３）意見収集を踏まえた今後の対応（PDCAの実施）

5. コンテンツの新規整備及び見直し

法人・事業所の開示業務
を支援するシステム
（国の公表システムとしての機能）

WAM NET基盤
の活用による業務
の効率化・合理化

6. 公表システム等の運用状況
（１）社会福祉法人の財務諸表等電子開示システム
（２）障害福祉サービス等情報公表システム
（３）子ども・子育て支援情報公表システム
（４）災害時情報共有システム

7. WAM NET基盤の活用

8. WAM NETのセキュリティ対策について

＜令和3年度の取組状況＞ P11



これまでの取組み 今年度の新たな取組み

実際のコンテンツ
利用者の声

・福祉施設職員の声
・一般国民の声

WAM NET会員の声
（WEBアンケート）

NEW!

NEW!

P144．意見収集 P12

WAM NET会員の声
（WEBアンケート）

WAM NET利用状況調査（WEBアンケート）

➀ 分野・職種別ヒアリング
② 福祉・医療施設融資先へのアン

ケート調査

④ 福祉サービス第三者評価・介護
保険地域密着型サービス外部
評価コンテンツにかかるヒアリング

③ 福祉サービス利用者へのヒアリング

12

利用者の満足度等の傾向は把握できるが、 WAM NETに肯

定的な回答が多いと思われるため、「専門職等をはじめとするすべ

ての利用者」のニーズを把握するにあたっては、さらに幅広な意見

収集を行う必要がある。

幅広な意見収集を実施



■ 調査の概要

13

4．（１）WAM NET利用状況調査 P13～16

● 目 的 ： WAM NET利用者の属性及びニーズ、並びに利用者満足度等を把握すること

● 対 象 者 ： WAM NET利用者（トップページに設置したバナー、またはメールマガジンを見てアクセスした方）

● 回 答 者 数 ： 1,468人

● 調 査 期 間 ： 令和3年10月11日（月）～ 令和3年11月8日（月）

◆ 総 合 ◆

（参考）直近3か年の推移

利用者満足度

97.5％

令和元年度 令和2年度 令和3年度

総合
満足度

97.3％ 98.3％ 97.5％

≪令和3年度≫

満足95.8％（前年比0.9％
減）

◆ 項目別 ◆
満足95.8％

（前年比0.9％減）
満足94.8％

（前年比1.8％減）
満足91.3％

（前年比0.8％減）

満足96.7％
（前年比0.3％減）

11.7%
16.3% 18.8% 16.4%

79.6%

78.5%
77.9%

79.4%

7.3% 4.4% 2.9%
3.8%

1.4% 0.7% 0.4%
0.4%

大いに満足 満足 不満 大いに不満

情報の量情報の質更新頻度見やすさ・探しやすさ



共通

高齢・介護

医療

子ども・家庭

障害者福祉

（複数選択可）

4．（１）WAM NET利用状況調査
◎ 利用割合 ＝ 当該情報の利用者数 ／ アンケ－ト回答者数（1,468人）

14

P13～16



4．（１）WAM NET利用状況調査

◆ WAM NETトップページのリニューアルについて ◆

その他の主な意見

個々の情報が直感的にわかりやすい。

個々のデザインはよい。

新しいトップ画面が使いにくい。公表システムのリンクは画面が動かない方が楽です。

情報量が多く、目次にあたるページが分かりづらいため、検索結果では必要な情報になかなかた
どり着けていない。

パッと見た感じがごちゃごちゃしている。

15

P13～16



16

4．（１）WAM NET利用状況調査

【勤務先】 【職業】 【勤務年数】

【年齢】【性別】

区分 割合
女性 27.9%
男性 70.2%

未回答 1.9%
計 100%

区分 割合
20歳未満 0.0%
20歳代 1.4%
30歳代 6.1%
40歳代 25.4%
50歳代 36.2%

60歳以上 30.9%
計 100%

区分 割合
社会福祉法人 54.7%
医療法人 14.6%
株式会社・有限会社 14.4%
無職・リタイアした・就学中など 7.8%
特定非営利活動法人 3.7%
行政機関 1.3%
財団・社団法人 0.8%
行政関連団体 0.3%
公益財団法人・公益社団法人 0.3%
教育機関 0.2%
その他 1.9%

計 100%

区分 割合
介護保険事業所職員 34.3%
障害福祉サービス事業所職員 16.7%
医療機関職員 15.4%
児童福祉施設（保育所等）職員 14.9%
その他の社会福祉施設等の職員 7.7%
公務員 1.6%
教育機関の教職員 1.0%
行政関連団体の職員 0.8%
民間企業社員（ソフトウェア会社など） 0.7%
従事していない 0.5%
学生 0.0%
その他 6.4%

計 100%

区分 割合
20年以上 35.6%
10年以上20年未満 31.2%
5年以上10年未満 15.4%
2年以上5年未満 10.6%
1年以上2年未満 4.0%
1年未満 2.7%
従業していない 0.5%

計 100%

■ 回答者の属性

P13～16



4．（２）新たな意見収集の取組

方法 ヒアリング調査（対面・WEB会議）

主な
質問項目

・ WAM NETの認知度 ・ WAM NETの利用状況
・ トップページの見直しについて ・ 各コンテンツへの意見・要望
・ 日常的な情報収集の方法 等

目的
新規作成を予定しているコンテンツや現状のコンテンツへの意見・要望等をつぶさに聞き取り、アンケートでは把握
が難しい、各分野・職種に応じた細やかな意見収集を行い、今後のコンテンツ作成・見直しの材料とする。

➀ 分野・職種別ヒアリング

対象
福祉・医療貸付事業にかかる貸付先 （主に融資業務の実務を担う施設経営者や事務責任者等）

※R3.11～R4.1 90件回答あり

方法 アンケート調査（WEB形式・FAX）

目的
福祉医療貸付部において、貸付先に対し内定通知・完了報告発送時の2回、FAX・WEB形式で
利用者アンケートを実施。その中で、新たにWAM NETについての質問項目を追加し実施。

② 福祉・医療施設融資先へのアンケート調査

対象

各分野から幅広く聴取
➀ 社会福祉法人A（高齢・介護／子ども・家庭／経営者）
② 社会福祉法人B（高齢・介護／子ども・家庭／障害／経営者）
③ 社会福祉法人C（障害／経営者）

主な
質問項目

・WAM NETの認知度 ・施設運営に必要な情報
・日常的な情報収集 ・意見・要望 等 17

P17～20



対象 家族が介護サービスや保育所等の利用をしている職員 数名

方法 ヒアリング調査（対面・WEB会議）

主な
質問項目

・サービス利用時の情報収集 ・WAM NETの認知度
・WAM NETの利用状況 ・トップページの見直しについて
・意見・要望 等

目的

専門職やサービス提供側のみでなく、サービスの利用者側がどのような情報提供を希望しているか意
見収集する機会を設けるもの。（コロナ禍でなかなか一般市民での実現が難しいため、試行的に家
族が実際に福祉サービスを利用しているWAM職員の協力を得て実施）

③ 福祉サービス利用者へのヒアリング

4．（２）新たな意見収集の取組

対象 都道府県推進組織

方法 ヒアリング調査（電話・メール）

目的
今年度、「福祉サービス第三者評価」・「介護保険地域密着型サービス外部評価」にかかるコンテン
ツの見直しをするにあたり意見収集を実施

④ 福祉サービス第三者評価・介護保険地域密着型サービス外部評価コンテンツにかかるヒアリング

主な
質問項目

・当コンテンツの利用状況、 ・当コンテンツにかかるニーズ
・意見・要望 等

18

P17～20

※ 意見収集結果を P25.「福祉サービス第三者評価」「介護保険地域密着型サービス外部評価情報」コンテンツの見直しに反映



4．（３）意見収集を踏まえた今後の対応（PDCAの実施）

利用状況調査とヒアリング結果を踏まえた今後の対応について➀

・ 情報量が多く、何に注目させたいかわからない。

・ ニュースのような新しい情報を届けるものが埋もれている。

・ トップページに示す情報を整理し、すっきりさせる必要があ
る。

ニーズに応じた恒常的な改善
● トップページの利用者層に応じた見やすい配

置・導線に改善を行う。
・ 公表系システムの利用者
・ 行政情報等、頻度の高い更新情報の閲覧者
・ WAM NETに特定の情報を探しに来た閲覧者

トップ
ページ
関連

・ Googleで検索して情報を得るため、検索結果で上位に
ヒットしないと見てもらえない。

・ 多くのコンテンツがあるが、辿り着くのが難しい。

・ アーカイブの役割として使えることはありがたい。

情報
の探し
やすさ

・ こんなコンテンツがあることを知らなかった。

一般の方への周知がもっと必要なのではないか。

・ 動画を活用した情報提供だと見てもらいやすいのではな
いか。

・ SNSでも情報発信すると知ってもらえるのでは。

認知度
の向上

アクセス傾向等の分析
● WAM NETの閲覧者数やどのようなところからア
クセスされているかを分析するとともに、SEO対
策を行う 。
・ タイトルタグを正しくつける
・ descriptionを設定する
・ 内部リンク構造を最適化 など

効果的なPRの実施
● コンテンツの対象者に応じたSNS等を活用
したWAM NETコンテンツ等のPRを行う。

19

主なご意見 対応策

P17～20



4．（３）意見収集を踏まえた今後の対応（PDCAの実施）

利用状況調査とヒアリング結果を踏まえた今後の対応について②

（内容）

・ 活用できる補助金・助成金の情報を取り上げてほし
い。

・ 制度改定はじめ省庁通達については、解釈・図解など
をしてほしい。

・ LIFE（科学的介護情報システム）等、新しい取り組

み・制度に関する特集をしてほしい。

・ 分野別では対応できないような問題（こども食堂ネッ
トワークや触法障害者の情報等）についても情報発信
してほしい。

・ 基準省令や施行規則、通知等を簡単に検索できる
機能がほしい。

（掲載方法等）

・ 階層が深いページやリンクが多いページは使いづらい。

・ テキストや説明文章はより少ない方がよい。

・ 携帯でも見やすいページ構成にすべき。

・ 項目が多すぎるため、初見で全体像が把握できるもの
にすべき。

・ スマホで情報収集することが多いのでスマホに対応した
機能とするべき。

コン
テンツ

WAM NETの利用者層のニーズ
に応じたコンテンツの新規作成や見
直し
● 分野横断するような情報の積極的な発信

● 機構内の情報（経営サポートセンターの経営
者向け情報やＷＡＭ助成等による民間の福
祉活動の取り組み）を分かりやすく、活用しや
すく発信できるコンテンツ作り

検索等の機能の充実
● 通知等の検索機能の追加、補助金情報等の
掲載

● スマホにも対応できるレスポンシブなサイトの作成

主なご意見 対応策

20
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（１）介護報酬改定フォローアップ （R3.9公開）

介護保険事業所の経営者や報酬請
求事務に携わる方を対象に、令和３年
度介護報酬改定の内容をわかりやすく紹
介している。

また、関連して発出されたQ＆Aをデー
タベース化し、事業種別やキーワード、番
号で検索ができるようにするとともに、「介
護保険事務処理システム変更に係る参
考資料」をコンテンツに加え、改定の情報
についてワンストップで提供している。

21

5. コンテンツの新規整備及び見直し 情報提供機能 P21～26

新規



子育て・介護と仕事の
両立支援情報ポータル

（2）子育て・介護と仕事の両立支援情報ポータル （R3.12公開）

子育てや介護といった家庭生活と仕事

との両立を要する企業等の従業員や、従

業員から相談を受ける人事労務担当、管

理職等を対象に、両立支援に役立つ

WAM NETのコンテンツをワンストップでまと

めたコンテンツ。

両立支援の促進は貴重な人材の離職

を防ぎ、企業等における経営リスクの回避

につながるため、企業のほか、体制整備が

進んでいない比較的小規模な事業所等

における活用も目指す。

22

5. コンテンツの新規整備及び見直し 情報提供機能 P21～26

新規



妊娠期お役立ち情報

（3）妊娠期お役立ち情報（R4.2公開予定）

近年、国の子育て支援が妊娠期から子

育て期まで一貫した支援を進められている

ことや、妊娠期から始まるといわれている

“保活（子を保育所等に入れるための活

動）”において、「ここdeサーチ（子ども・

子育て支援情報公表システム）」をより多

くの方に活用いただけるように、妊娠期に

知っておくとよい制度や、「ここdeサーチ」の

利用方法等を紹介する。

23

5. コンテンツの新規整備及び見直し 情報提供機能 P21～26

妊娠期お役立ち情報

新規



（４）社会福祉法人経営ポータル （R4.3公開予定）

社会福祉法人の経営の実務に携わ

る方を対象に、今後予想される経営環

境の厳しさに対応するための一助となる

情報提供を目的に、「社会福祉連携推

進法人制度に関する情報」等の法人間

連携や合併等にかかる情報、実務等に

役立つ通知等の検索、WAM NETがこ

れまで各コンテンツで提供してきた人材

確保や事例、経営動向調査、リサーチ

レポート等の情報をワンストップで掲載す

る。

24

5. コンテンツの新規整備及び見直し 情報提供機能

社会福祉法人
経営ポータル

P21～26

新規



福祉サービス第三者評価
・外部評価情報

（5）福祉サービス第三者評価・介護保険地域密着型サービス外部評価情報

25

5. コンテンツの新規整備及び見直し 情報提供機能 P21～26

見直し

（R4.3リニューアル予定）

利用者の福祉サービスの選択に資すること及び事

業者の福祉サービスの質の向上を目指す福祉サービ

ス第三者評価制度等に基づく評価情報を検索できる

「福祉サービス第三者評価制度情報」「介護保険地

域密着型サービス外部評価制度情報」コンテンツにつ

いて、厚生労働省や全国社会福祉協議会と協議の

うえ、当該制度の概要説明のページを新たに設けたほ

か、検索結果一覧に施設所在地や評価確定日を表

示するなどの探しやすさ及び検索画面の見やすさの向

上を図りつつ、さらに評価結果だけでなく、「障害福祉

サービス等情報公表システム」や「子ども・子育て支援

情報システム」などへのリンクを設けて施設の詳細情報

も調べやすくするなど、コンテンツの機能等に関する全

面リニューアルを行う。



イベント・セミナー情報

（6）イベント・セミナー情報 （R4.3リニューアル予定）

福祉・保健・医療に関するイベント等の各種情

報を無料で掲載できる「イベント・セミナー情報」コン

テンツについて、新型コロナウイルスの感染拡大に

伴い、オンライン開催やオンデマンド配信のイベント

等が急激に増えるなど、開催方式が多様化してい

ることを踏まえ、「オンライン」「無料」「募集中」といっ

た区分や開催日、分野ごとの絞り込み、さらにカー

ド形式での表示など、イベント情報の見やすさ、探

しやすさを意識した改善を行ったほか、登録情報の

掲載を促進するため、実際に利用する掲載希望

者のニーズを踏まえ、入力フォームの簡素化や登録

内容のグループ化といった情報登録機能の改善な

どの大幅なリニューアルを行い、利用者の利便性の

向上を図る。

26

5. コンテンツの新規整備及び見直し 情報提供機能 P21～26

見直し



福祉のしごとコーナー

疾病情報サイト

子ども・子育てサポートサイト

産前・産後休業、
育児休業関連情報

経営動向調査

障害福祉サービス等
指定基準・報酬関係Q&A

介護ワンストップサービスのご案内

６．今後の取り組み、課題 P27～28

令和元年度 令和3年度

介護報酬改定フォローアップ

妊娠期お役立ち情報

子育て・介護と仕事の両立支援
情報ポータル

イベント・セミナー情報

福祉サービス第三者評価・介護保険
地域密着型サービス外部評価情報

保育士お役立ち情報

すくすくサポート（障害児関連）

専門職養成施設検索

新型コロナウイルス関連情報

更生保護

防災・減災サポートサイト

トップページリニューアル

令和２年度

直 近 3 か 年 の 取 り 組 み 状 況

提供
コンテンツ

公表
システム

WAM
NET
基盤

介護医療院への移行支援
平成29年度

財務諸表
電子開示
システム

障害福祉サービス等
情報検索システム

27

災害時情報共有システム
ここdeサーチ
（子ども子育て支援情報公表システム）

社会福祉法人経営ポータル

連絡掲示板システム

連絡掲示板システム・広報関連業務
・一時金支払関連業務
・外部事業者用（経営指導事業）
・補償金支払関連業務

・福祉医療貸付業務
・業者連絡用（コロナウイルス関連）

連絡掲示板システム
・ 承継年金住宅融資等債権管理回収業務連絡

掲示板システム
・ 監査業務連絡掲示板システム
・ 与信管理業務連絡掲示板システム



福祉医療施策及び機構業務
の効率的な実施の推進

◇ WAM各部の事業におけるWAM NET基盤の更
なる活用

◇ 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」等の動
向に沿った更なる貢献

◇ 実効性のあるPDCAの推進

28

６．今後の取り組み、課題

国の福祉保健医療に関する各
種情報を幅広く総合的に提供
（情報インフラとしての機能）

国の施策に基づく情報システムの
管理・運営
（国の公表システム、法人・事業所の開示
業務の支援システムとしての機能）

◇ 社会福祉法人の財務諸表等電子開示システム

◇ 障害福祉サービス等情報公表システム

◇ 子ども・子育て支援情報公表システム

◇ 災害時情報共有システム

→ システムの安定した運用及びシステム利用者への懇切 かつ丁寧
な入力支援

→ システムの更なる利用促進と届出内容に関する正確性の向上

◇ 国と福祉医療基盤の現場を結ぶ機構独特の立ち位置を活かし、
厚生労働省等と連携した効果的なコンテンツの策定・提供

◇ 高齢・介護、医療、障害者福祉、子ども・家庭の各分野を横断
する福祉課題等への対応にかかる情報発信・提供

◇ 専門職をはじめとするすべての利用者のニーズを把握したうえで、
利用者や実践現場で役立つ情報を発信・提供

◇ すべての利用者に対する一元的かつ正確な情報の提供

→ 福祉医療の社会的資源を十分に活用できていない潜在利用者及び
その家族である一般勤労者・国民全般からのアクセスの更なる拡大
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